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第１ 募集要項等の定義   

１ 募集要項等について 

この募集要項（以下「本要項」という。）は、小松島市（以下「市」という。）

が、「小松島市屋内プール整備運営事業」（以下「本事業」という。）を実施する民

間事業者（以下「事業者」という。）を選定する公募型プロポーザル（以下、「本公

募」という。）を実施するにあたり、事業者を選定するための条件及び手続き等を記

載したものである。 

また、本事業に関する次の資料についても、本要項と一体的なもの（以下、これら

を総称して「募集要項等」という。）として扱う。 

 

表 1 募集要項等 

番号 資料名称 備考 

資料 1 募集要項  

資料 2  要求水準書 提案によって変更する場合があ

る。 

資料 3 事業者選定基準  

資料 4 様式集  

資料 5 基本協定書（案） 必要に応じて変更する場合があ

る。 資料 6 基本契約書（案） 

資料 7 設計業務委託契約書（案） 

資料 8 工事監理業務委託契約書（案） 

資料 9 開業準備業務委託契約書（案） 

資料 10 指定管理協定書（案） 

 

２ 用語の定義 

募集要項等に使用する用語の定義は、表２に定めるところによる。 

 

表 2 用語の定義 

用語 定義 

募集要項等 本事業の公告において公表した「募集要項」「要求水準書」「事業者

選定基準」「様式集」「基本協定書（案）」「基本契約書（案）」「設計

業務委託契約書（案）」、「工事監理業務委託契約書（案）」「開業準備

業務委託契約書（案）」「指定管理協定書（案）」その他添付資料及び
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これらに関する質疑回答をいう。 

契約書等 「基本協定書（案）」「基本契約書（案）」「設計業務委託契約書（案）」、

「工事監理業務委託契約書（案）」「開業準備業務委託契約書（案）」

「指定管理協定書（案）」をいう。 

委員会 本事業のプロポーザルにおける審査を行う目的で、学識経験者等の

外部委員及び市職員で構成される「小松島市屋内プール整備運営事

業者選定委員会」をいう。 

参加者 本事業の設計、工事監理、開業準備、運営、維持管理能力を有し、

本事業のプロポーザルに参加する者で、複数の企業で構成される共

同企業体、又は単体企業をいう。 

代表企業 参加者を代表し、本事業全体の調整役を担う企業をいう。またプロ

ポーザル終了後、事業者として選定された場合、参加者の代表企業

は事業者の代表企業となる。 

構成企業 参加者を構成する企業をいう。  

参加表明書等 参加者が参加資格審査にあたって提出した資料をいう。 

提案書等 本事業に関する事業計画等の提案内容を記載した資料をいう。 

優先交渉権者 委員会による審査結果を受けて、事業実施に向けた基本協定の締結

に関し、優先的に交渉する相手方として市が選定した者をいう。 

次点交渉権者 委員会による審査結果を受けて、優先交渉権者との協議が調わない

場合等において、基本協定等の締結に向けた協議を行う相手方とし

て市が選定した者をいう。 

事業者 設計企業、工事監理企業及び維持管理運営企業から構成される、本

事業を担う者を総称していう。 

設計企業 本事業の設計業務を行う者をいう。 

工事監理企業 本事業の工事監理業務を行う者をいう。 

維持管理運営企

業 

本事業の開業準備業務、運営業務、維持管理業務を行う者をいう。 

事業用地 本事業の実施にあたり使用する用地全体をいう。 

本施設 本事業において新たに整備する屋内プール施設及び外構等、事業用

地内の施設の総称をいう。 
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第２ 事業概要   

１ 事業名称 

小松島市屋内プール整備運営事業 

 

２ 公共施設の管理者の名称 

小松島市長 中山 俊雄 

 

３ 事業用地の概要 

(1) 所在地 

徳島県小松島市小松島町字新港9-5、9-6 

 

(2) 敷地面積  

2，839.39㎡ 

 

４ 本事業の目的 

市では、本港地区周辺の地域活力の向上が課題となっていること、小学校再編にあ

たって学校水泳授業に活用可能な屋内プールの整備が必要であること等を踏まえ、令

和8年3月に「小松島市屋内プール等整備基本計画」（以下「基本計画」という。）を

策定した。基本計画では、本港地区に位置する旧小松島市営バス整備場跡地に屋内プ

ール施設を整備することとしている。本事業が本港地区活性化の象徴となり、本市が

子育て世代に選ばれ、住みたいまち、住み続けたいまちとなることを目指すものであ

る。なお、基本計画におけるサウンドハウスホールへのこどもの遊び場機能の設置に

ついては、財政面等を総合的に検討した結果、本事業の対象外とするが、当該機能は

子どもの健やかな成長を支えるとともに、地域コミュニティの形成を促進する上で本

市にとってたいへん重要であることから、今後における財源確保の状況や社会的需要

の変化を踏まえ、引き続き実現に向けた検討を進める。 

本事業は、屋内プール施設の設計・工事監理業務及び開業準備・運営・維持管理業

務、自主事業業務を、事業者が一体的に行う。これにより、民間の創意工夫やノウハ

ウを最大限活用し、財政負担の軽減や施設の利用促進、サービス向上、魅力的な企画

等、より効率的かつ効果的な事業の実現を図るものである。 

本事業は、地方自治法第244条の2第3項に基づき、施設の管理運営を効率的、効果的

に行うために、指定管理者予定者も含めて選定を行うものである。 

 

５ 事業方式 

本事業は、本体事業及び自主事業の2つから構成されるものとする。 

本体事業は、維持管理運営のノウハウを施設づくりに反映するため、ＤＯ方式（デ
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ザイン・オペレート方式）を採用する。本体事業は、表４に示す対象業務のうち、自

主事業業務以外を対象とする。 

自主事業は、表４に示す対象業務のうち、自主事業業務を対象とし、健康増進事業

の実施業務、飲食物等提供業務、物販業務、市街地活性化事業の実施業務、その他の

事業の実施業務からなるものとする。事業者による独立採算方式として実施する。 

なお、市は事業者に対し、学校授業実施業務及び介護予防事業実施業務を別途委託

する。本事業の対象外とするが、本事業の実施にあたっての参考として要求水準書に

記載する。 

表 3 事業スキーム図 

 

６ 事業者が行う業務及び事業期間 

本事業を実施する事業者は、総称して「事業者」とし、設計を担う事業者を「設計

企業」、工事監理を担う事業者を「工事監理企業」、開業準備業務、運営業務、維持

管理業務を担う事業者を「維持管理運営企業」とする。 

事業者が行う業務及び業務期間は表４のとおりとし、事業者は、募集要項等及び事

業者が市に提出した提案書等に基づき、各業務を行うこと。維持管理運営段階におい

て効率的、効果的な成果を出せるよう設計企業と維持管理運営企業は互いに協力しあ

い、各業務を行うこと。  

なお、業務期間については表４、各業務の内容については要求水準書を参照するこ

と。  

また、業務の実施にあたっては、募集要項等、提案書等に基づき、業務着手前に、

市と事業者が協議を行い、具体的な業務を定めるものとするが、要求水準書は最低限

市が求める事項を示したものであり、これを上回る提案を期待する。 
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表 ４ 事業者が行う業務（予定） 

 分野 業務名 期間 契約等の形態 

屋内プール

施設 

Ｄ（設計） 設計業務 契約締結日～令和 10 年 3月 設計企業への業務委

託 

工事監理業務 

 

令和 10 年 4 月～令和 12年 9 月 工事監理企業への業

務委託 

Ｏ（運営） 開業準備業務 令和 12 年 4 月～令和 12年 9 月 

（設計支援業務期間を除く） 

維持管理運営企業

（指定管理予定者）

への業務委託 

運営業務  

令和12年10月～令和22年3月 

 

維持管理運営企業へ

の指定管理協定 

 

維持管理業務 

自主事業業務 

 

表 ５ 事業スケジュール（予定） 

 

 

７ 事業者の収入 

本事業における事業者の収入は以下のとおりである。 
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(1) 市が支払う対価 

市は事業者との間で締結する契約に従い、事業者に対して対価等を支払う。なお、

工事監理業務については、設計期間において特段の問題が無ければ、本施設の工事着

手に合わせて工事監理企業と別途契約する予定であり、対価は契約時に工事監理企業

と市で協議の上決定する。 

 

① 設計業務に対する対価 

本事業の設計業務の支払いは、前払金及び完了払とし、中間前払及び出来高払

は行わないものとする。 

なお、設計業務は令和 8年度中の契約締結を予定しているが、ゼロ債務負担

行為とするため、令和 8年度中の前払金など支払いの請求はできないものとす

る。 

支払い条件については、設計業務委託契約書及び「小松島市業務委託契約約款」

に準じ支払うものとする。 

また、設計業務のうち意図伝達業務については設計業務完了後に実施される業

務であるため、設計業務に対する対価には含まないものとし、当該業務の対価及

び契約方法等については、設計企業と締結予定の工事監理業務委託契約と合わせ

て市と協議のうえ決定する。 

 

② 工事監理業務に対する対価 

本事業の工事監理業務の支払い方法及び支払い条件は、契約時に工事監理企業

と市で協議の上決定する。 

 

③ 開業準備業務に対する対価 

本事業の開業準備業務の支払いは、業務完了後に一括支払いするものとし、前

払金、中間前払及び出来高払は行わないものとする。 

 

④ 運営業務及び維持管理業務に対する指定管理料 

本事業の運営業務及び維持管理業務の支払いは、維持管理運営企業の提案に基

づき、市が決定する。総額を指定管理期間の月数で除した額に３を乗じて算出さ

れた金額を、四半期ごとに業務等の履行状況が確認された後、支払うものとする。

なお、少数以下の端数が出た場合は、協議により決定することとする。 

 

(2) 利用者から得る収入 

① 利用料金収入 

事業者が利用者の一般利用により直接徴収する利用料である。利用料について
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は、直接事業者の収入とする。また利用料の金額については、近傍類似施設と同等

の価格設定であることを条件として、事業者が提案した料金体系をもとに、市が条

例で定める。 

 

② 自主事業による収入 

自主事業による収入は事業者の収入とする。 

ア 健康増進事業の実施業務 

イ 飲食物等提供業務 

ウ 物販業務 

エ 市街地活性化事業の実施業務  

オ その他の事業の実施業務 

 

(3) 事業者から市への収益還元 

事業者は、本事業の収入（年度単位）が提案時の想定を上回った場合や、事業 

    者が提案した収益還元の条件を満たした場合等には、利益の一部相当を市に還元 

    する。 

     還元方法や還元率等は、市と事業者との間で協議して決定する。 

 

８ 法令等の遵守 

本事業を実施するにあたり、事業者は要求水準に照らし、関連する最新版の各種法

令（施行令及び施行規則等含む。）、条例、規則、要綱等を遵守すること。なお、こ

れらに基づく許認可等が必要な場合は、事業者がその許認可等を取得する。 
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第３ 事業者の募集及び選定に関する事項 

１ 事業者選定に関する基本的事項 

本事業は、施設の設計段階から維持管理・運営段階までの業務を見据えて、事業者

に効率的かつ効果的なサービスの提供を求めるものであり、事業者の幅広い能力及び

ノウハウを総合的に評価して選定する。 

 

２ 審査の体制 

市は、本事業を公募型プロポーザル方式により実施するに際し、中立かつ公正な事

業者の選定が行われるよう審議を行うことを目的として、学識経験者等の外部委員及

び市職員で構成される委員会を設置する。 

参加資格審査通過者に対し、市は、提案書等の提出、委員会でのプレゼンテーショ

ンを求める。委員会にて優先交渉権者、次点交渉権者を選定する。 

優先交渉権者との協議が調わない場合等においては、次点交渉権者と基本協定等の

締結に向けた協議を行う。 

事業者の募集、審査及び優先交渉権者の決定の過程において、応募がない等の理由

により、本事業の公募が適当でないと市が判断した場合には、優先交渉権者を決定し

ないこととし、その旨を速やかに公表する。 

 

３ 募集及び選定に係るスケジュール 

事業者の募集及び選定は表６のスケジュールにより行う。 

 

表 ６ 募集及び選定に係るスケジュール 

日程（予定） 内容 

令
和
８
年 

9 月 30 日(水) 募集要項等の公表 

10 月 1 日（木） 

～10 月 22 日（木） 

現地見学会参加申込書及び募集要項等に関する質問の受付期

間 

10 月 13 日（火）

～15日（木） 

現地見学会の開催 

10 月 26 日(月) 

～10 月 30 日（金）

（予定） 

募集要項等に関する質問に対する回答の公表（随時回答を公

表） 

9 月 30 日(水) 

～11 月 9日(月) 

参加表明書等の受付 

11 月 19 日(木) 参加資格審査の結果通知 
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11 月 9 日(月) 

～11 月 20 日(金) 

市との対話申込書の受付 

11 月 24 日（火） 

～11 月 30 日（月） 

市との対話の実施 

12 月 10 日（木） 

～12 月 14 日(月)

（予定） 

市との対話を踏まえた回答（随時回答を公表） 

令
和
９
年 

1 月 4日（月） 

～2月 12 日(金) 

提案書等の受付 

2 月 25 日(木)（予

定） 

プレゼンテーション及び提案書等の審査 

3 月中旬 優先交渉権者の決定及び次点交渉権者の公表 

（公表後速やかに）基本協定の締結 

4 月 基本契約、設計業務委託契約の締結  

令和 10 年 4 月 工事監理業務委託契約の締結 

令和 12 年 4 月 開業準備業務委託契約の締結 

 

４ 提案上限価格 

本事業により、本市が設計業務、開業準備業務、運営業務及び維持管理業務を行う

事業者に支払う対価の上限価格（消費税及び地方消費税の額を含む）は次のとおりと

する。小数点以下は切捨てとする。 

提案金額が上限価格を超過する場合は失格とする。 

工事費は小松島市屋内プール等整備基本計画に定める金額を上限とする。 

なお、工事監理業務については、設計期間において特段の問題が無ければ、本施設

の工事着手に合わせて工事監理企業と別途契約する予定であり、対価は官庁施設の設

計業務等積算要領に基づき、契約時に工事監理企業と市で協議の上決定する。 

 

(1) 設計業務の対価の提案上限価格（消費税及び地方消費税の額を含む） 

    86,000,000 円 

 

(2) 開業準備業務の対価の提案上限価格（消費税及び地方消費税の額を含む） 

   70,951,000円 
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(3) 維持管理運営の年間の指定管理料の提案上限価格（消費税及び地方消費税の額を含む） 

    52,742,000 円 

※初年度の対価については、年間の指定管理料を12で除した額に初年度の指定管理期

間の月数を乗じて算出された金額とする。 

 

５ 参加者の備えるべき参加資格要件 

(1) 参加者の構成等 

① 参加者の構成 

参加者は、次に掲げる事業者により構成されるグループ又は単体企業とする。本

公募の結果、基本協定締結後はそれぞれの契約等を締結する。 

 設計企業（設計業務を担当） 

 工事監理企業（工事監理業務を担当） 

 維持管理運営企業（開業準備業務、運営業務、維持管理業務を担当）  

 

② 代表企業の選出 

参加者は、応募手続や優先交渉権者となった場合の契約事務を含め、事業期間

中、市との調整・協議等における窓口を担う代表企業を定めるものとする。本公募

における市からの通知は、代表企業への到達をもって、参加者を構成する企業（以

下、「構成企業」という。）全員への到達があったものとみなす。  

 

③ 単体企業による応募について 

単体企業が、第3.5（3）における設計企業、工事監理企業及び維持管理運営企業

の各々の要件を満たす場合、単体企業として、応募することができる。ただし、工

事監理企業は今後別途応募する予定の建設企業を兼ねることはできない。 

 

④ 複数応募の禁止 

同一の企業等が複数の参加者に属することはできない。 

また、構成企業と次のＡ、Ｂ及びＣのいずれかに該当する関係がある者は、他の

参加者の構成企業となることはできない。 

 

Ａ 資本関係 

 次のいずれかに該当する二者の場合。ただし、子会社（会社法第２条第３項の規

定による子会社をいう。以下同じ。）又は子会社の一方が会社更生法第２条第７項

に規定する更生会社又は民事再生法第２条第４項の規定する再生手続き中の会社

（以下「更生会社等」という。）である場合は除く。 

 a  親会社（会社法第２条第４項の規定による親会社をいう。以下同じ。）と子
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会社の関係がある場合 

 b  親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合 

 

Ｂ 人的関係 

 次のいずれかに該当する二者の場合。ただし、aについては、会社の一方が更生

会社等である場合は除く。 

 a  一方の会社の役員が、他方の会社の役員を現に兼ねている場合 

 b  一方の会社の役員が、他方の会社の会社更生法第６７条第１項又は民事再生

法第８４条第２項の規定により選任された管財人を現に兼ねている場合 

 

Ｃ その他参加の適正さが阻害されると認められる場合 

 Ａ又はＢと同視しうる資本関係又は人的関係があると認められる場合 

 

⑤ 構成企業の変更 

応募の意思を表明した参加者の構成企業の変更は原則として認めない。ただし、

やむを得ない事象が生じた場合は市と協議を行うものとする。 

 

⑥ 業務の再委託等 

構成企業は、受託した又は請け負った業務の一部について、第三者に委託、又は

下請負人を使用することができるが、その際は、当該委託又は請負にかかる契約を

締結する前に市に通知し、承諾を得るものとする。 

 

⑦ 地域企業の参画促進 

参加者の構成にあたり、市内に本社又は本店、支店、営業所がある者を積極的に

採用すること。また、下請契約等及び原材料の購入等の契約は、可能な限り市内に

本店を有する者との間で契約締結すること。 

 

(2) 参加者の参加資格要件（共通） 

参加者は、それぞれ次に掲げる①～⑨の資格要件を満たすこと。 

① 本事業を円滑に遂行できる安定的かつ健全な財務能力を有していること。  

② 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16号）第 167 条の４に規定する者に該当し

ない者であること。 

③ 直近 1 年間において法人税、事業税、消費税、地方消費税及び市税を滞納して

いないこと。 

④ 小松島市建設業者等指名停止等措置要綱に基づく指名停止等の措置を受けていな

いこと。なお、参加資格者名簿に登録されていない者は、国（独立行政法人を含
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む）又は他の地方公共団体から指名停止を受けていないこと。 

⑤ 会社更生法（平成 14 年法律 154 号）に基づき更生手続開始の申立がなされて

いる者、破産法（平成 16 年法律第 75 号）に基づき破産手続開始の申立がなさ

れている者又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続開始

の申立がなされている者でないこと。（再生手続開始決定がなされ、競争参加資

格の再認定を受けた者を除く。）  

⑥ 会社法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律（平成 17 年法律第 87 号）第 

64 条による改正前の商法（明治 32 年法律第 48 号）第 381 条の規定に基づく

整理開始の申立て若しくは通告の事実がないこと。  

⑦ 手形交換所において取引停止処分、主要取引先からの取引停止等の事実があり、

経営状況が著しく不健全であると認められる者でないこと。 

⑧ 次に示す者と資本面若しくは人事面において関係がないこと。 

ア 委員会の委員、又は委員が属する企業 

イ 本業務に係るアドバイザー：株式会社日本総合研究所、株式会社昭和設計 

⑨ 小松島市暴力団等排除措置要綱に基づく入札参加排除措置を受けていないこと。 

 

(3) 業務別の参加資格要件 

① 設計企業 

設計企業は、次の要件を全て満たすこと。 

ア 最新の小松島市一般（指名）競争入札参加資格者名簿（測量・建設コンサル

タント等業務）に登載されている者であること。  

イ 建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）第 23 条第 1 項及び第 3 項の規定

に基づく一級建築士事務所の登録を行っている者であること。 

ウ イの登録にかかる建築事務所において、一級建築士（令和 9 年 2 月 12 日時

点で 3 か月以上の直接的な雇用関係にある者に限る。）が 2 名以上所属して

いる者であること。 

エ 平成 28 年 4 月 1 日から応募書類提出日の前日までに完成引渡しが完了した

もので、発注者から直接受託した実績として、次に掲げるいずれかの実績を

有していること。なお、本実績は、設計に当たる者が複数の場合は、そのう

ちの１者が有すればよいものとする。また、共同企業体としての実績は、出

資比率が 30 パーセント以上のものに限る。        

 25 メートル以上の屋内プール施設の建築物の新築工事の実施設計実績

を有する者。  

 鉄骨又は鉄筋コンクリートを主体とする延床面積 1,000 ㎡以上の屋内

スポーツ施設の新築、増築、又は改築工事（工種として耐震改修は除く

ものとし、用途については倉庫に類するものは除く）の実施設計実績（共
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同企業体での実績は、延床面積に出資比率を乗じた値（小数点以下切捨

て））を有する者。 

オ 一級建築士免許を保持するものを管理技術者（直接的かつ恒常的な雇用関係

（令和 9 年 2 月 12 日時点において雇用期間が 3 か月以上経過していること

をいう。）にある者に限る。）として、第 3.5(3)①エに掲げる実績を有する者

を配置することができること。 

 

② 工事監理企業 

工事監理企業は、次の要件を全て満たすこと。 

ア 最新の小松島市一般（指名）競争入札参加資格者名簿（測量・建設コンサル

タント等業務）に登載されている者であること。  

イ 建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）第 23 条第 1 項及び第 3 項の規定

に基づく一級建築士事務所の登録を行っている者であること。 

ウ イの登録にかかる建築事務所において、一級建築士（令和 9 年 2 月 12 日時

点で 3 か月以上の直接的な雇用関係にある者に限る。）が 2 名以上所属して

いる者であること。 

エ 平成 28 年 4 月 1 日から応募書類提出日の前日までに完成引渡しが完了した

もので、次に掲げるいずれかの実績を有していること。なお、本実績は、工

事監理に当たる者が複数の場合は、そのうちの 1者が有すればよいものとす

る。また、共同企業体としての実績は、出資比率が 30 パーセント以上のも

のに限る。 

 25 メートル以上の屋内プール施設の建築物の新築工事の工事監理実績

を有する者。  

 鉄骨又は鉄筋コンクリートを主体とする延床面積 1,000 ㎡以上の屋内

スポーツ施設の新築、増築、又は改築工事（工種として耐震改修は除く

ものとし、用途については倉庫に類するものは除く）の工事監理実績（共

同企業体での実績は、延床面積に出資比率を乗じた値（小数点以下切捨

て））を有する者。 

オ 一級建築士免許を保持するものを管理技術者（直接的かつ恒常的な雇用関係

（令和 9 年 2 月 12 日時点において雇用期間が 3 か月以上経過していること

をいう。）にある者に限る。）として、第 3.5(3)②エに掲げる実績を有する者

を配置することができること。 

 

③ 維持管理運営企業 

維持管理運営企業は、次の要件を全て満たすこと。 

ア 指定期間中、安全かつ円滑に施設を運営できる法人又はその他の団体（複数
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の団体が共同する共同事業体（コンソーシアム）を含む。）。個人での申請は

不可。 

イ 平成 28 年 4 月 1 日から令和 9 年 2 月 12 日までの間に、25 メートル以上の

屋内プール施設について継続して 2 年以上の維持管理の実績を有している

こと。なお、維持管理に当たる者が複数の場合は、そのうちの 1者が有する

こと。 

ウ 平成 28 年 4 月 1 日から令和 9 年 2 月 12 日までの間に、25 メートル以上の

屋内プール施設について継続して 2 年以上の運営の実績を有していること。

なお、運営に当たる者が複数の場合は、そのうちの１者が有すること。 

エ 公共発注の学校水泳指導業務の受託実績や小学生を対象としたスイミング

スクール実績を有していること。ただし、学校水泳指導業務の受託実績がな

い場合は、支援が必要な児童への配慮を十分に行うことができることを条件

とする。 

 

(4) 市の競争入札参加資格を有していない事業者の参加に関する措置 

市の競争入札参加資格を有していない事業者であっても、次の掲げる書類を参加表

明時までに市に提出し、参加が適当であると認められた場合には、本事業の参加にお

いてのみ、競争入札参加資格を有しているものとみなす。 

 

① 提出書類 

ア 登記事項証明書【現在事項（履歴事項）全部証明書】（写し可） 

イ 納税証明書その 3の 3（直前１年分。未納がないことを確認できるもの。写

し可） 

ウ 誓約書 

エ その他審査に必要な書類 

 

② 提出先 

第６.４に記載の事務局あて 

 

(5) 参加資格の確認基準日 

参加資格確認基準日は、参加資格審査結果の通知日とする。なお、参加資格審査結

果の通知日から基本協定締結までの期間に、参加者が上記参加資格要件を欠くような

事態が生じた場合には失格とする。ただし、市との協議の上、参加資格要件を欠いた

企業に代わって参加資格要件を満たす企業が補充され、事業実施に支障をきたさない

と市が認めた場合に限り、代表企業以外の変更を可能とする。 
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６ 募集及び選定手続き等 

(1) 資料の閲覧 

① 閲覧資料 

市は要求水準書に記載する閲覧資料 1「境界確定書」と閲覧資料 2「給水管理設図」

を希望者に公開する。閲覧資料 1は、文化にぎわい推進課、閲覧資料 2は、水道課に

て閲覧が可能である。 

 

② 閲覧方法 

閲覧を希望する者は、閲覧希望日を前日（休日を除く）までに第 6.4 の事務局に連

絡し、閲覧日時の時間を調整すること。 

 

③ 閲覧期間 

令和 8年 10 月 1 日(木)から 10月 30 日(金)まで 

 

④ 閲覧時間 

9 時から 17 時まで。 

 

(2) 現地見学会の開催 

市は参加を希望する者に対して現地見学会を開催する。なお本見学会の参加は任

意とし、参加の有無は審査に影響を与えない（事務局対応とし、委員会へ参加者名の

報告は行わない）。 

 

① 開催日時 

令和 8年 10 月 13 日（火）から 15日（木） 

 

② 見学方法 

見学会の当日は、サウンドハウスホールに集合し、市職員の案内により見学を開始

する。 

 

③ 現地見学会参加者 

本事業への参加を希望する応募予定者とする。なお、見学会への参加申込時点では

単独企業での参加を可とする。 

 

④ 申込方法 

様式 1-2「現地見学会参加申込書」に記入の上、電子メールにより提出するこ

と。（文書形式は PDF とし、件名に「現地見学会参加申込み」と表記すること）。 
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⑤ 申込先 

第 6.4 に記載の事務局あて 

 

⑥ 申込期限 

令和 8年 10 月 1 日(木)から 10月 8日(木)まで 

 

(3) 募集要項等に関する質問の受付、回答の公表 

① 受付期間  

公募期間中の質疑回答は下記のとおり実施する。 

ア 募集要項等に関する質問 

令和 8年 10 月 1 日(木)から 10月 22 日(木)まで 

 

② 提出方法 

様式 1-3「募集要項等に関する質問書」に記入の上、電子メールにより提出する

こと。（文書形式は PDF とし、件名に「募集要項等に関する質問」と表記するこ

と）。  

 

③ 提出先 

第 6.4 に記載の事務局あて 

 

④ 回答の公表方法 

令和 8 年 10 月 26 日（月）から令和 8 年 10 月 30 日（金）にかけて、市ホームペ

ージへ順次回答を掲載予定 

 

⑤ 募集要項等の変更 

市は、質問の内容を考慮して、募集要項等の内容を変更する場合がある。変更を

行った場合は、市ホームページ等で公表する。 

 

(4) 委員会との関連の確認 

① 申請期間 

令和 8年 9月 30 日（水）から令和 8年 10 月 15 日（木）まで 

 

② 申請方法 

委員会の委員との関連の有無の確認を受けようとする者は、様式 1-4 「委員会と

の関連確認申請書」及び様式 1-5 「申請者一覧表」に必要事項を記入の上、電子
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メールで提出すること（文書形式は PDF とし、件名に「委員会関連確認申請」と

表記すること）。 

 

③ 提出場所 

第 6.4 に記載の事務局あて 

 

④ 確認結果の通知 

申請に基づく確認結果は、申請後１週間を目途に申請者に電子メールで通知す

る。  

 

(5) 参加資格審査申請書類の受付について 

① 提出書類 

参加者は、資料 4「様式集」に定める「様式 2-1」から「様式 2-7」までの提出書 

類（以下「参加表明書等」という。）を提出すること。 

なお、参加表明書等の作成方法等については、資料 4「様式集」を参照すること。 

 

② 受付期間 

令和 8年 9月 30 日（水）から令和 8年 11 月 9 日（月）午後 5時までとする。参

加表明書等を持参する場合は、提出する前日の正午までに、電話にて来庁希望時

間を連絡し調整すること。郵送の場合は受付期間内に必着とすること。 

なお、参加表明書等を期限までに提出しなかった者又は参加資格がないと認めた

者は、参加することができない。 

 

③ 提出場所 

第 6.4 に記載の事務局あて 

 

(6) 参加資格審査結果の通知 

市は参加資格申請を行った参加者に対して、令和 8年 11 月 19 日（木）に参加資格

の審査結果を個別に通知する。また、参加資格がないと認めた者に対しては、次のと

おり、その理由について書面（任意様式。ただし、代表企業印を要する。）により市

に提出を求めることができる。 

① 受付期間 

令和８年 11 月 20 日（金）から令和８年 11月 27 日（金）まで 

（ただし、12：00～13：00 までの時間帯、土曜日、日曜日及び祝日を除く。） 

※期限を過ぎた場合は、受付しない。 
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② 提出方法 

持参又は郵送により提出すること。郵送の場合は、配達記録が残る方法によるこ

ととし、①の受付期間内に必着とすること。 

 

③ 提出場所 

第 6.4 に記載の事務局あて 

 

④ 回答 

説明請求に対する回答は、令和 8年 12 月 4日（金）までに代表企業に対して書

面により通知する。 

 

(7) 市との対話の実施 

市及び参加資格を有すると認められた参加者との十分な意思疎通を図ることによ

り、本事業の趣旨に対する理解を深め、齟齬が生じないようにすることを目的として、

市は希望する者に対して個別対話を実施する。なお本対話への参加は任意とし、参加

の有無は審査に影響を与えない（事務局対応とし、委員会へ参加者名の報告は行わな

い）。 

 

① 開催日時 

令和 8年 11 月 24 日（火）から 11月 30 日（月） 

 

② 申込方法 

様式 3-1「市との対話申込書」に記入の上、電子メールにより提出すること。 

 

③ 申込先 

第 6.4 に記載の事務局あて 

 

④ 申込期限 

令和 8年 11 月 9 日(月)から 11月 20 日(金)まで 

 

(8) 提案書等の提出 

参加資格を有すると認められた参加者は、資料 4「様式集」に定める本事業に関す

る事業計画等の提案内容を記載した提案書等（様式 4～7関連）を提出すること。 

なお、提案書等の作成方法等については、資料 4「様式集」を参照すること。 

① 受付期間 

令和 9年 1月 4日（月）から令和 9年 2月 12 日（金）まで 
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② 提出場所 

第 6.4 に記載の事務局あて 

 

③ 提出方法 

持参又は郵送により提出すること。郵送の場合は、配達記録が残る方法によるこ

ととし、①の受付期間内に必着とすること。 

 

④ 本事業に関する提案内容を記載した提案書の取扱い 

ア 著作権 

本事業に関する提案書等の著作権は参加者に帰属する。ただし、優先交渉権

者の選定に関する情報の公表時及びその他市が必要と認める時には、市は提

案書等の全部又は一部を無償で使用できるものとする。 

なお、提出を受けた書類は返却しない。 

 

イ 特許権等 

特許権、実用新案権、意匠権、商標権等の日本国及び外国の法令に基づいて

保護される第三者の権利の対象となっている内容を提案した結果生じた責

任は、原則として提案を行った参加者が負うものとする。 

 

ウ 市からの提示資料の取扱い 

市が提供する資料は、本公募への参加以外の目的で使用できない。 

 

エ 複数提案の禁止 

参加者は、１つの提案しか行うことができない。 

 

オ 提案書等の変更禁止 

参加者は、提案書等の変更ができない。 

 

カ 使用言語、単位及び時刻 

募集に関して使用する言語は日本語、単位は計量法に定めるもの、通貨単位

は円、時刻は日本標準時とすること。 

 

キ 損害賠償規定 

提案書等の作成、提出及びその他これに関連する事項につき、故意又は過失

のいかんを問わず、参加者が第三者に損害を生じさせても、市は一切これを
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賠償しない。 

 

ク 応募に当たっての留意事項 

A) 募集要項等の承諾 

参加者は、募集要項等の記載内容を承諾の上応募すること。 

 

B) 費用負担等 

提案書等の作成、提出等及びこれに関する事項につき、必要な費用は、

すべて参加者の負担とする。 

 

C) 応募の棄権及び辞退 

参加資格を有すると認められた参加者が、提案書等を提出期限までに提

出しない場合は、棄権したものとみなす。当該参加者が応募を辞退する

場合は、様式 3-2「参加辞退届」を電子メールにて提出すること。送信

後、事務局まで確認の電話連絡を行うこと。 

 

D) 公正な募集の確保 

参加者は「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」（昭和 22 

年法律第 54 号）に抵触する行為を行ってはならない。また、公正に募

集を実施できないと認められる場合又はその恐れがある場合は、当該参

加者を参加させず、又は募集を延期し、若しくは取り止めることがある。

なお、後日、不正な行為が判明した場合には、基本協定及び契約の解除

等の措置をとることがある。 

 

E) 募集の中止・延期 

募集が公正に実施することができないと認められるとき、又は、災害そ

の他やむを得ない理由がある場合には、募集を延期し、若しくは取り止

めることがある。 

 

F) 応募の無効 

次のいずれかに該当する応募は無効とする。 

・参加資格がない者による応募 

・代表企業以外の者による応募 

・提案書等に虚偽の記載をした者による応募 

・記名押印のない参加資格審査申請書類及び提案書等による応募 

・誤字、脱字等により意思表示が不明確な応募 
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・参加者及びその構成企業による２以上の応募 

・その他募集に関する条件に違反した応募 

 

(9) 優先交渉権者及び次点交渉権者の決定及び公表 

① 審査の方法 

ア  審査の基準 

委員会において、資料 3「事業者選定基準」に基づき、提案価格及び提案内

容を総合評価の方法により審査し、順位を決定する。総合評価は、参加者の

提出した提案価格及び提案内容について得点化し、得点の合計（総合評価点）

が最も高い提案を行った参加者を優先交渉権者とし、以下総合評価値の高い

順に順位を決定する。また、次に高い提案を行った参加者を次点交渉権者と

する。 

なお、参加者が１者のみの場合でも、本公募は成立するものとする。 

 

イ 提案内容に関するプレゼンテーション及び質疑応答の実施 

令和 9年 2月 25 日（木）（予定）に提案内容に関するプレゼンテーション

及び質疑応答を実施する。各参加者のプレゼンテーション開始時刻及び実施

場所は、提案書の締切日以降、各参加者に対し、メールで通知する。なお、

各参加者のプレゼンテーションの順番は、市が厳正な抽選を行い決定する。 

 プレゼンテーションの実施方法については下記のとおりとする。 

A) プレゼンテーションの所要時間 

１者あたり 40分以内を予定（説明 20 分、質疑 20分） 

B) プレゼンテーションの出席者 

プレゼンテーションに出席できる者は、パソコン等操作員を含め５名と

する。 

C) 会場に用意されているもの 

プロジェクター及びスクリーン 

D) プレゼンテーションの提案方法 

プレゼンテーション時の追加資料の提出及び提示、模型の持ち込みによ

る説明は不可とする。パワーポイント等プレゼンソフト、パネルを用い

た説明は可とする。        

E) 注意事項 

プレゼンテーションが、実施方法及び提案書等の内容に反する場合は、

減点又は失格になる場合がある。 

プレゼンテーションに要する全ての経費は、参加者の負担とする。 

参加申込書の提出が多数の場合は、説明日時等を変更する場合がある。 
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② 優先交渉権者及び次点交渉権者の公表 

ア 優先交渉権者及び次点交渉権者の通知及び評価の公表 

優先交渉権者及び次点交渉権者となった者には、その旨を令和 9年 3月中旬

（予定）に電子メールで通知し、併せて審査結果を市ホームページで公表す

る。 

 

イ 優先交渉権者に選定された参加者について  

市と優先交渉権者として選定した参加者は、基本協定書の締結に向けて速や

かに協議・調整を行うものとする。 

 

(10) 優先交渉権者等の非選定の通知 

提案書等を提出した参加者のうち、優先交渉権者又は次点交渉権者に選定しなか

った者に対して、選定しなかった旨を電子メールにより通知する。  

公表については、優先交渉権者以外の事業者名は記号化する。 
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第４ 契約書等に関する事項 

１ 契約書等の締結 

(1) 基本協定の締結 

市は、本事業を適正かつ確実に実施するため、優先交渉権者との間で、必要な基本

的事項を定めた基本協定を締結する。基本協定の詳細については、基本協定書（案）

を参照すること。 

基本協定は、優先交渉権者の公表後、速やかに締結することを基本とする。基本協

定の有効期間は、基本協定の締結日から基本契約締結まで（それ以前に本基本協定が

解除された場合は当該解除の日までとする。）を標準的な期間と定める。 

 

(2) 基本契約の締結 

市は、本事業を適正かつ確実に実施するため、優先交渉権者との間で、基本契約を

締結する。基本契約の詳細については、基本契約書（案）を参照すること。 

 

(3) 各業務に関する契約等の締結 

市は、基本協定の定めるところにより設計企業とは設計業務委託契約、工事監理企

業とは工事監理業務委託契約を締結する。維持管理運営企業とは開業準備業務委託契

約及び指定管理協定を締結する。なお、工事監理業務委託契約は、設計期間において

特段の問題が無ければ、本施設の工事着手に合わせて工事監理企業と別途契約する予

定である。 

 

２ 契約書等の内容についての協議 

市は、提案内容に基づき、優先交渉権者と協議を行い、契約書等の内容を確定し、優

先交渉権者と締結するものとする。 

 

３ 契約保証金等 

事業者は、契約書等の定めに基づき、契約保証金を納付するものとする。 

 

４ 契約書等の解釈について疑義が生じた場合の措置 

契約書等締結後、契約書等の解釈について疑義が生じた場合、市と事業者は誠意をも

って協議し、協議が調わない場合は、契約書等に規定する具体的措置に従うこと。 

また、本事業に関する紛争については、徳島地方裁判所を第一審の専属管轄裁判所と

すること。 

 

５ その他 

事業者の債務不履行等があった場合は、当該契約書等を含めて締結済みの他の業務に
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係る契約書等を解除するとともに、未締結の契約書等については、締結しない場合があ

る。 
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第５ 事業実施に関する事項 

１ 市による事業の実施状況の確認（モニタリング） 

市は、事業者が定められた業務を確実に遂行し、要求水準書に規定した要求水準を達

成しているか否かを確認すべく、事業の実施状況についてモニタリングを実施する。 

 

(1) モニタリングの時期 

① 基本設計・実施設計時 

市は、事業者によって行われた設計が市の要求した性能に適合するものであるか否

かについて確認を行う。 

   事業者は、市と十分な協議の上、業務を遂行すること。 

 

② 工事施工時 

事業者は、建築基準法に規定される工事監理者を設置し、工事監理を行い、定期的

に市から工事施工、工事監理の状況の確認を受ける。また、市が要請したときは、工

事施工の事前説明及び事後報告、工事現場での施工状況の確認を行う。 

 

③ 維持管理・運営段階 

ア 定期モニタリング 

市は定期的に指定管理者から提出される事業報告書等の内容を確認する。 

また、市は必要に応じて実地調査等を行い、その結果、指定管理者による業

務実施が、協定書や要求水準書等の市が示した条件を満たしていない場合、

業務の改善を勧告する。 

 

イ 随時モニタリング 

以下のような場合、市は指定管理者に対して、当該業務や経理状況等に関す

る報告を求め、実地調査し、又は必要な指示を行う。 

A) 利用者に対し、正当な理由もなく施設の利用を拒んだり、不当な差別的

取り扱いがあったと認められるとき。 

B) 施設の形質を無断で変更したと認められるとき。 

C) 経営効率のみを重視するなど、要員の配置や施設の管理が当該施設の設

置目的を効果的に達成するために適切なものとなっていないと認めら

れるとき。 

D) 災害等緊急時において当該施設を使用しようとするとき。 

 

(2) モニタリングの結果等 

モニタリングの結果、要求水準書等で定められた水準が維持されていない場合は、
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改善勧告や契約解除等の対象となる。  

  なお、モニタリングに要する費用は、事業者側に発生する費用を除き、市の負担とす

る。 

 

２ 市と事業者との責任分担 

本事業のリスクのうち、事業者が適切に管理することができないと認められるリス

クについては、市がその全て又は一部を負担する。責任分担の基本的な考え方は、添

付資料1「リスク分担表」に示すほか、募集要項等や事業関連契約に基づいて、市と事

業者の間で協議して決定する。 

また、事業関連契約の内容、要求水準書の内容、添付資料１「リスク分担表」の内

容との間で齟齬が生じる場合には、事業関連契約、要求水準書の内容の順で優先す

る。 
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第６ その他事業の実施に関し必要な事項 

１ 議会の議決 

市は、債務負担行為等の設定に関する議案を令和 8 年 9 月市議会定例会議で上程し、

議決を得ている。 

なお、個別契約（変更契約を含む。）の締結については、仮契約を締結し、議会の議決

が必要な場合がある。 

 

２ 情報公開及び情報提供 

参加者から提出された提出書類については、小松島市行政情報公開条例（平成１２年

小松島市条例第４７号）の対象となり、同条例第７条に規定する事項（不開示情報）を

除き、公開される場合がある。 

 

３ 委員会からの要請への対応 

市は、委員会から優先交渉権者に対して意見が出された場合は、その内容を直ちに優

先交渉権者に通知するものとし、優先交渉権者は、その内容が募集要項等の内容やその

趣旨から逸脱しない範囲の事項であれば、市の要請する事項にできる限り応じるよう努

める。 

 

４ 本事業に関する市の事務局 

小松島市役所 文化にぎわい推進課  担当： 内山、北原、浜田 

〒773-8501 

徳島県小松島市横須町１－１ 

TEL 0885-38-6522 FAX 0885-33-0938 

E-mail k-pool@city.komatsushima.i-tokushima.jp 

※休日の対応は除く 

※受付時間は午前９時から午後５時（ただし、正午から午後１時までの間は除く） 
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添付資料１ 

リスク分担表（案） 

 

段階 リスクの種類 
整理 

No 
概要 

負担者 

市 事業

者 

共
通 

募集手続 1.  募集要項等の誤り、募集手続の誤り ○  

法令変更 
2.  本事業に直接関係する法令の新設・変更等 ○  

3.  その他広く事業者一般に影響を与える法令の新設・変更等  ○ 

税制変更 
4.  事業者の利益に課される税制度の新設・変更等  ○ 

5.  上記以外の税制度の新設・変更等 ○  

許認可取得遅延 
6.  市の帰責事由による許認可の取得遅延 ○  

7.  上記以外の事由による許認可の取得遅延  ○ 

住民対応 
8.  本事業を行うこと自体に関する反対運動・訴訟等 ○  

9.  事業者が行う業務、提案内容に関する訴訟・苦情等  ○ 

環境問題 10.  
事業者が行う業務、提案内容に起因する環境問題 

（騒音、振動、電波障害、有害物質の排出など） 
 ○ 

第三者への賠償 
11.  市の帰責事由により第三者に損害を与えた場合 ○  

12.  事業者の帰責事由により第三者に損害を与えた場合  ○ 

事業内容の変更 13.  市の政策変更により、事業の内容が変更される場合 ○  

物価変動 
14.  

インフレ・デフレ（物価等変動）に係る費用増減（一定の範

囲内） 
 ○ 

15.  
インフレ・デフレ（物価等変動）に係る費用増減（一定の範

囲を超えた部分） 
○  

資金調達 
16.  市が調達する資金 ○  

17.  事業者が調達する資金  ○ 

本事業の中止・

延期 

18.  市の帰責事由により本事業を中止・延期した場合 ○  

19.  事業者の帰責事由により本事業を中止・延期した場合  ○ 

構成員の能力不

足等 
20.  事業者の構成員の能力不足等による事業悪化  ○ 

不可抗力（※1） 21.  不可抗力による損害 ○ △ 
契
約
前 

応募費用 22.  本事業への応募に係る費用  ○ 

契約の未締結・

遅延 

（※2） 

23.  事業者の帰責事由による契約締結遅延等  ○ 

24.  
議会の議決が得られない場合等、市の帰責事由による契約締

結遅延 
○  

契約の未締結・

遅延 
25.  上記以外の事由による契約締結遅延等 ○  

設
計 測量・調査 

26.  市が実施した測量、調査に関するもの ○  

27.  事業者が実施した測量、調査に関するもの  ○ 

計画・設計・仕様

変更 

28.  市の帰責事由により変更する場合 ○  

29.  事業者の帰責事由により変更する場合  ○ 

調査費・設計費等

の増大 

30.  市の帰責事由により調査費や設計費等が増大した場合 ○  

31.  事業者の帰責事由により調査費や設計費等が増大した場合  ○ 

設計の完了遅延 
32.  市の帰責事由により遅延した場合の損害 ○  

33.  事業者の帰責事由により遅延した場合の損害  ○ 

維
持
管
理
・
運
営 

運営開始の遅延 
34.  市の帰責事由によるもの ○  

35.  
事業者の事由による工事や開業準備の遅延など民間の帰責

事由によるもの 
 ○ 

事業内容の変更 36.  市の帰責事由による事業内容の変更（用途変更など） ○  
支払い遅延・不

能 
37.  市の帰責事由による対価の支払の遅延・不能によるもの ○  
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要求水準未達 38.  
事業者の行う維持管理・運営業務の内容が契約書等に定める水

準に達しない場合 
 ○ 

維持管理・運営費

の増大 

39.  市職員の過失による施設の損傷など、市の帰責事由によるもの ○  

40.  
通常の使用による施設の損傷や、第三者の過失による施設の損

傷など、事業者の帰責事由によるもの 
 ○ 

施設等の損傷 
41.  市の帰責事由によるもの ○  

42.  不可抗力を除く事故･災害による施設の損傷  ○ 

施設の契約不適

合 

43.  担保期間内における施設の契約不適合  ○ 

44.  担保期間終了後における施設の契約不適合 ○  
利用者間トラブ

ル 
45.  利用者からの苦情、利用者間のトラブル発生  ○ 

情報漏洩 
46.  市の帰責事由により、重要な情報が漏洩紛失した場合 ○  

47.  事業者の帰責事由により、重要な情報が漏洩紛失した場合  ○ 

需要変動リスク 48.  
プール・スタジオの一般開放の利用者数等の需要変動に伴う維

持管理・運営費の増大 
 ○ 

移
管 

性能確保移管手

続き 

49.  事業終了時における施設の性能確保に関するもの  ○ 

50.  事業の終了手続きに係る諸費用に関するもの  ○ 

 

○：主分担 △：従分担 

（※1） 一定範囲の損害は事業者。 

（※2） 市・事業者ともに各自で発生した費用は各自で負担。 

 

 


